保　健　所　グ　ル　ー　プ
〔概　況〕

保健所グループでは、府内保健所が公衆衛生の第一線機関としての役割を果たし、かつ地域保健の専門的・広域的拠点として住民の健康の保持及び増進を図ることができるよう、医師、保健師をはじめとする公衆衛生技術者確保のための実習指導の受け入れや職員研修、保健所事業に関連する企画調整・予算運用・施設管理などの業務を担当している。

　また、政令指定都市や中核市の保健所設置市では、住民により身近な地域で保健所関連業務を総合的に実施していることから、今後中核市への移行を予定している市との間で、府保健所業務の円滑な移管のための人的支援の検討や総合調整の役割を担っている。

　
　１　地域保健関係職員等の研修
予　算　額　　２，９１６千円

決　算　額　　１，５１９千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(1)　公衆衛生技術者確保関係
医師、保健師学生等が保健所で行う公衆衛生に関する実習指導の機会を活用し、保健所行政への参加意欲を高め、これらの確保に努めた。
　　
	区　分
	学生数(延)
	期　間
	実習保健所

	医師学生
	209名
	各　    1～ 21日間
	吹田保健所ほか 6保健所

	保健師学生
	1,698名
	各班    3～ 15日間
	池田保健所ほか11保健所

	助産師学生
	0名
	
	


○根拠法令　保健師学生等保健師助産師看護師学校養成所指定規則
(2)　保健所職員の研修

保健所職員の資質向上と、日々進歩する技術を習得するため、次のとおり研修を実施した。

　　
	名　　称
	受講数(延)
	延日数
	内　　　容

	保健師等研修会
	931名
	27日
	新人育成支援、母子保健、難病、感染症等コース別及び地域保健企画コース、職種横断研修他

	検査技師研修会
	95名
	18日
	検査技術強化のための専門研修、検査に係る根拠法令や専門知識等に関する業務研修

	放射線技師研修会
	42名
	4日
	放射線管理及び結核患者管理等について業務遂行に必要な知識や技術の習得等の研修


(3)　地域保健関係職員研修

地域保健関係職員の資質の向上を目的として、市町村職員を含めた研修を下記のとおり実施した。
	名称
	受講数(延)
	延日数
	内容

	1年目コース
(府・市町村合同)
	90名
	2日
	公衆衛生看護活動と保健師の役割

個別支援について 他

	2年目コース
(府・市町村合同)
	134名
	3日
	地域保健活動について
事例検討 他

	公衆衛生看護基礎研修
（府・市町村合同）
	45名
	1日
	中堅期保健師の実践報告

公衆衛生看護について　他

	総括者研修
(府・政令中核市・市町村合同)
	112名
	2日
	公衆衛生看護管理

人材育成の課題　他

	健康危機管理研修

(府・政令中核市・市町村合同)
	133名
	2日
	災害対策（被害想定と保健活動）
公衆衛生における災害対策の動向 他

	保健師学生実習指導者説明会

(府・政令中核市・市町村合同)
	75名
	1日
	保健師教育と臨地実習の動向


　２　「ヘルシーおおさか２１（点字広報）」の発行

予　算　額　　１，２０１千円

決　算　額　　１，０５９千円

地域の視覚障がい者の生活を支援するため、ヘルシーおおさか２１（点字広報）を作成し、視覚障がい者の家庭及び関係機関に配布した。

　　
３　大阪府保健所ＥＳＣＯ事業

　　　予　算　額　　４，０８１千円

決　算　額　　４，０８１千円

　　民間事業者の資金を活用し、平成25年度に設備改修及び更新を行った府保健所１１か所において、光熱水費の削減及び省エネルギー化に向けた取組みを実施した。

　　
　○工事内容（平成25年度）
　　　①照明設備（ＬＥＤ照明）の更新（１１保健所）

　　　　事務室及び常時点灯している全ての照明をＬＥＤランプに更新した。
　　　　②空調設備の改修　（守口保健所、岸和田保健所）

　　　　　　現在、中央設備で保健所全体の空調管理を行っているが、空調設備の更新により、部屋単位で個別に空調管理が行えるようにした。
　　　③節水器具の導入　（１１保健所）

　　　　節水用器具を取付けた。
　　　○ＥＳＣＯサービスの費用（委託料）

　　　　債務負担行為の設定期間：平成２５年度～平成３９年度　

　　　　平成２８年度はＥＳＣＯサービス料を支出した。
４　保健所活動特別推進事業

　　　予　算　額　　５，８３９千円

決　算　額　　３，４１７千円

　　　　保健所が地域における広域的かつ専門的な保健医療サービスを提供する拠点として実施する様々な業務に加え、管轄する地域住民のさらなる健康保持や増進に寄与するため、地域特性や実情に応じた独自の事業を実施した。
　　　　平成２８年度は、健康医療部として重点的に取り組む指定分野３事業、また、保健所が独自で分野の選定を行う一般分野８事業の合わせて１１事業が提案され、実施した。

５　中核市移行に伴う大阪府保健所業務の移管に係る支援の実施

予　算　額　　８２千円

決　算　額　　５４千円

　　　　中核市移行に伴い、市が新たに保健所を設置する際には、当該市に対して府保健所業務の円滑な移管のための調整や人的支援等を実施してきた。

　　　　平成２８年度は、平成３０年度に中核市移行を目指す岸和田市（平成２８年１２月に中核市移行を見送り）及び八尾市、平成３１年度に中核市移行を目指す寝屋川市との間において、中核市移行に係る様々な課題を整理するため、保健所業務移管検討ワーキング会議を計９回実施した。

　　　【参考１：過去に中核市等への移行に伴い保健所を設置した市】

　　　　・昭和５４年４月　東大阪市

　　　　・平成１５年４月　高槻市

　　　　・平成２４年４月　豊中市

　　　　・平成２６年４月　枚方市

　　　【参考２：中核市の人口要件(２０万人以上)を満たす市 [平成２７年４月１日現在]】

・吹田市、茨木市、寝屋川市、八尾市、岸和田市　 　

６　守口保健所移転事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　１３１，６２５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　１２６，３１２千円
　　　　築後４９年を経過し、施設の老朽化・狭隘化が進む守口保健所について、府民サービスの向上を図るため、守口市役所の新庁舎（旧三洋電機守口第一ビル）移転にあわせ、同市新庁舎８階に移転した。
　　　　移転日：平成２８年１０月３１日

